
第 1 9 回 ｢産科医療補償制度運営委員会｣

-第 1 0 回制度見直 し の検討一 次第

日 時 : 平成 2 5 年 4 月 2 日 (火 )
1 6 時 0 0 分~ 1 8 時 0 0 分

場所 : 日 本医療機能評価機構 9 階ホール

1 . 開 会

2 . 議 事

1 ) 第 1 8 回運営委員会の主な意見について

2 ) 診断医への対応について

3 ) 強 く 改善を求め る必要が あ る事例への対応について

4 ) 制度関連データ の再発防止 ･ 産科医療の質の 向上に向 けた活用 につ
し 、 て

5 ) そ の他

3 . 閉 会



1 ) 第 1 8 回運営委員会の主な意見につ いて

【調整の あ り 方に関す る ご意見】

<論点③ ｢重大な過失が 明 ら かであ る と 思料 され る ケース ｣ の具体的な抽出基

準を変更する か否かに関する ご意見 >

○ 原因分析委員会では 、 あ く ま で も 医学的な判断のみを行い 、 法的な要素は含
ま ない こ と が再発防止の観点か ら 最 も望ま しいので 、 運営組織が主体的に調整

を行 う と い う 枠組み 自 体をな く した方が よ いのではないか。

○ 損害賠償責任の有無については 、 法律家が原因分析報告書を見れば判断でき

る ので 、 原因分析委員会では医療の質の 向上に重点をおいて原因分析すべき 。

○ 主体的な調整は 、 医学的評価以前の問題であ る よ う な事例が あっ た場合の 、

例外中の例外の話であ り 、 原因分析を医学的に行 う こ と と矛盾 しないのではな

いか。

○ ど の よ う な原因分析結果で も補償金を支払 う と い う こ と にな ら ない よ う 、 運

営組織が主体的に調整を行 う と い う 枠組みは伝家の宝刀 と して残すべき であ る 。

○ 主体的な調整の仕組みは 、 原因分析委員会ではな く 法律家を 中心 と した委員

会において 、 原因分析報告書を読み直すな り して担っ て も ら えればよ いのでは

ないか。

○ 原因分析委員会では純粋に専門家に よ る原因分析を行い 、 調整委員会の議論

の対象にすべき か も しれない事例を提示する仕組み と すればよ いのではないか。

○ 抽出基準に ｢一般的な医学的水準か ら著 し く 逸脱｣ と い う 表現を使 う こ と に

な る と 、 原因分析におけ る 医学的評価で使用 してい る ｢基準か ら逸脱 している ｣

と い う 表現を使いに く く な り 、 純粋に医学的に原因 を分析 し医学的評価を行 う

こ と に歪みが出 る 可能性があ る 。

○ ｢一般的な医学的水準か ら著 し く 逸脱 した こ と が 明 ら か｣ と い う 表現を削除

し 、 ｢ 医療行為 と して極めて悪質であ る こ と が 明 ら かなケース ｣ を抽出基準の表

現 と すればよ いのではないか。

○ 医療のス タ ンダー ドは時代に よ り 変わ る も のであ るこ と 、 医療機関に よ っ て

でき る こ と に違いが あ る こ と か らする と 、 ｢ 医学的水準か ら 著 し く 逸脱 した｣ を

｢医療水準か ら著 し く 逸脱 した ｣ と 変更する のが適切ではないか。

<論点④ ｢重大な過失｣ が あ る と して調整を行 う 判定基準に関する ご意見 >

○ 改 ざんや情報が提出 さ れない こ と に よ り 、 原因分析をでき ない事案が出ない

よ う に 、 そ の よ う な事案が 出た場合の対応について も検討 して ほ しい。

○ 論点③ と 論点④は密接に関連 してい る 。 論点③に ｢一般的な医療水準か ら著

し く 逸脱 した ｣ と い う 文言が入る のであれば、 論点④においては法的な意味で

の重大な過失があっ た と い う こ と を前提にで き る ため 、 論点④には過失の度合



いに関する文言が入 ら な く と も よ い と 思 う 。

< 論点⑥ 調整お よ び調整委員会の名称に関する ご意見 >

○ ｢特別調整｣ と した場合、 調整する こ と が特別であ る と 捉え られる 可能性が

あ る ので 、 ｢事後調整委員会｣ と した方がわか り やすいのではないか。

○ ｢検討｣ と い う 言葉が入れば特別な調整 も想定 さ れ、 ま た詳 しい説明は委員

会規則に書かれる ので、 ｢調整検討委員会｣ と して は ど う か。

【紛争の防止 ･ 早期解決に 向 けた取組み に関す る ご意見】

○ 東京三弁護士会で医療 ADR を立ち上げる と き で さ え 、 一定年数以上の経験が

あ る 医療機関側の弁護士の数が元々 少な く 、 仲裁委員 と して集め る のが極めて

困難であっ たので、 こ の制度の 中で医療 ADR を作る こ と は不可能に近い。

○ 保護者は 、 原因分析報告書を読んで も 内容が理解でき なければ分娩機関 と 対

話 し よ う と い う 気持ち にな ら ない。 こ の制度の 中で作る かは別 と し て 、 保護者

の気持ち を受 け止め 、 一緒に問題を整理 して く れ る よ う な仕組み 、 あ る いはそ

の よ う な受け皿を紹介でき る仕組みについて検討 して ほ しい。

○ 当事者の話 し合い を促進する仕組みは必要であ る が 、 こ の制度 と は別に求め

るべき 。

○ 紛争解決の観点での示談あっせん委員の よ う な仕組み と い う よ り は 、 紛争防

止の観点で保護者の悩みを受け止め 、 話 し合いが進ま ない と き に助言をする な

どの仕組みが あっ た方が よ いのではないか。

【原因分析の あ り 方 に関す る ご意見】

< 家族か ら の疑問 ･ 質問に ｢回避可能性｣ を記載する こ と についての ご意見 >

○ 医学的な臨床評価を して 、 ど う すれば脳性麻痺発症の機序を断ち切 る こ と が

で き る か検討する のが原因分析の本質であ り 、 責任追及や紛争化を懸念する あ

ま り に家族か ら の疑問 ･ 質問について も 回避可能性を記載 しない こ と は原因分

析の本質を歪め る た め 、 変更するべき ではない。

○ 原因分析 と 回避可能性はま っ た く 別物であ り 、 予防可能性も表現を変えただ

けで同様であ る 。 適正な原因分析を行 う ため には 、 家族か ら の疑問 ･ 質問 につ

いて回避可能性を記載するべき でない。

○ 実際に回避可能性について の質問が あ っ た場合に 、 回避可能性について 明確

な記載ができ た事例は ほ と ん どな く 、 ま た原因分析委員会において医学的な観

点か ら原因分析する と い う 理念 と 齪齢が あ る と い う 意見が多かっ た ので 、 原因

分析委員会では家族か ら の疑問 ･ 質問 について も 回避可能性を記載すべき でな

い と な っ た 。 そ のかわ り に原因分析報告書の どのページを読めば よ く 理解でき

る と い う 解説をつ け る こ と と したい。

○ 再発防止は 、 ど う すれば脳性麻痺を防 ぐ こ と ができ たか と い う 観点が重要で
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あ る ので 、 原因分析が回避可能性 と 関係ない と は言えない。

○ 必要な事項を 1 つ 1 つ原因分析報告書に記載 し積み重ねてい く こ と が医療の

質の 向上のため に必要であ り 、 回避可能性を書かない こ と が再発防止の力 を弱

め る こ と はない。

○ 何も 問題が起き ていないのであれば、 患者側の信頼を失わないため に も 、 あ

えて これま での方針を変え る必要はないのではないか。

○ 原因分析報告書は鑑定書の よ う な も のではない と い う こ と が 医療界で認め ら

れてい る か ら 、 医療界の信頼を得 られ資料が全て提出 さ れてい る 。 ま た本当 に

問題のあ る ケース は 、 民事裁判でそれな り の対応を さ れてい る事実があ る ので、

医療界の誤解を招かない よ う 、 家族か ら の疑問 ･ 質問について も 回避可能性を

記載 しない方向が現実的ではないか。

○ 家族か ら の疑問 ･ 質問に回答する と い う 仕組みを設けてい る 以上 、 回避可能
性についての質問だけは答えない と い う こ と は 、 後退する こ と に な る 。 質問 に

対 して 、 答え られない理由 を明確に記載 した方が信頼性が高ま る のではないか。

○ ｢責任追求を 目 的 と す る も のではないか ら 回避可能性に言及 しない ｣ と い う

説明では 、 門前払い されてい る よ う に見え 、 家族の不信感につなが る 。

○ 原因分析委員会で議論 した上で 、 最終的にはその意見を運営委員会に報告 し 、

変更する か ど う かは運営委員会が決め る と い う こ と で よ いか。

○ 以前に 、 原因分析委員会で決めた こ と について 、 運営委員会は議論する役割

でない と い う 話が あ っ たので、 確認 して ほ しい。

匿國司 原因分析委員会での再検討結果について

< N I C U (搬送先での新生児管理) おけ る 医学的評価に関する ご意見 >

○ 原因分析委員会において医学的評価の対象 と す る 可能性があ る ので、 ｢ 医学的

評価は行わない ｣ ではな く 、 現状通 り ｢医学的評価の対象 と しない ｣ と した方
が よ いのではないか。

【運営組織の分割 に関す る ご意見】

○ 補償 と 原因分析 ･ 再発防止 、 両方 と も 大事であ る こ と は承知の上で 、 適正な

原因分析、 情報提供、 情報収集を行 う ため には 、 調整等の法的な要素 と の切 り

分けが重要であ る 。 難 しい こ と はわかっ てい る が 、 補償 と 原因分析 ･ 再発防止

の枠組みは分けて ほ しい。

○ 審査結果は 、 仮に原因分析で補償対象の基準に該当 しない こ と がわかっ て も

覆 ら ない。 ま た 、 運営組織が主体的に判断 し調整する よ う な事案は非常に少な

いので 、 わ ざわ ざ別の組織に分割せず、 現状のま ま の方が現実的ではないか。
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2 ) 診断医への対応につ いて

( 1 ) 現状

○ 本制度の診断基準お よび専用診断書は 、 専門家で構成 された ｢産科医療補償制度

に係 る診断書作成に関する検討会｣ (委員長 鴨下重彦氏) の報告に基づき作成 さ

れてお り 、 診断書には 、 以下の二種類が あ る 。

名称 目 的 (使途) 作成時期 分量
診断書作成

医師の要件

補償認定請求用

専用診断書

補償 申 請 の 際の 重度脳性

麻痺児であ る こ と の診断

補償 申請時の

1 回

A4 版

1 3 ペー ジ
有 り ( * )

補償分割金請求用

専用診断書

補償分割金請求 の際 の 主

に 現況確認の た め の病状

の診断

毎年 1 回
A4 版

2 ペー ジ
無 し

* 身体障害者福祉法第 15 条第 1 項の規定に基づ く 障害区分 ｢肢体不 自 由 ｣ の認定に係 る

小児の診断等を専門分野 と す る 医師ま たは 日 本小児神経学会の定め る小児神経専門医

の認定を受けた医師 (補償約款第 2 条よ り 抜粋)

○ 補償申請に係 る ｢補償認定請求用専用診断書｣ の作成には 、 一般的な診断書以上

に医師に負担がかかる こ と か ら 、 診断基準を説明 した小冊子 ｢診断書作成の手引 き ｣

を作成 し 、 ま た 日 本小児神経学会等関係学会の協力 (学術集会やホームページ等)

の基で診断に活用でき る情報の提供等に努めてい る 。

○ 診断書作成に係る診断書料は 、 一般的な診断書料 と 同様に医療機関か ら児 ･ 家族

に対 して請求 されてお り 、 本制度か ら診断書料等の支払いは行っ ていない。 なお 、

補償対象外 と な っ た場合には、 補償請求者に対 し本制度か ら診断書料の一部補助 と

して一律一万円 を支払ってい る 。

( 2 ) こ れま での主な意見

○ 診断書作成には大き な負荷がかかる 。 補償 申請の診断書を作成いただいてい る全

国の診断医に対 して 、 何 ら かの処遇を検討 して も らいたい。 (第 1 1 回運営委員会)

( 3 ) 検討のポイ ン ト

○ 診断書を作成する 立場の医師か ら は 、 日 本小児神経学会学術集会のセ ミ ナー等を

通 じ 、 こ れま でに以下の よ う な意見を多 く いただいてい る 。
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<診断医か ら の主な意見 >

･ 診断書の作成には複数回の診察や面談が必要な場合があ り 、 時間的 ･ 物
理的な負担が大き い。

･ 作成 した診断書が高額な補償金支払いに関わ る こ と か ら精神的負担が大
き い。

○ 適正な審査の水準を保つため 、 診断医の協力は不可欠であ り 、 これ ら の意見への
対応を検討する必要が あ る 。

○ ま た昨年 10 月 に実施 した ｢保護者お よび分娩機関へのア ンケー ト ｣ において 、
保護者向 けの ｢補償 申請の準備や手続き にあた り 、 困 っ た点や気づいた点が あ り ま
した ら ご記入 く だ さ い｣ と の項 目 " こついて 、 以下の よ う な意見が あ る 。

< ア ンケー ト におけ る保護者か ら の主な意見 >

･ 診断に時間がかか り 、 記載項 目 も 多 く て 、 診断医に負担をかけた。
･ 診断医が少ないため 、 予約や通院に時間がかかっ た。

○ 補償申請を行 う 保護者に と っ て 、 診断を受けやすい環境を整備 してお く 観点で も 、
診断医の負担への対応を検討する必要が あ る 。

○ 診断医お よび保護者の意見か ら は 、 補償申請に係 る ｢補償認定請求用専用診断書｣
について 、 診断医に物理的 ･ 精神的負担がかかっ てい る こ と 、 ま たその負担を軽減
する こ と な ど に よ り 、 保護者が よ り 補償 申請を しやすい環境につなが る こ と が推察
でき る 。

○ 診断医の負担へ報い る ためには、 大き く 分けて ｢診断書料等の報酬の支払い｣ と 、
｢物理的 ･ 精神的負担の軽減｣ の 2 つの方向が考え られ、 それぞれについて以下の
と お り 整理する 。

【診断書料等の報酬の支払い】

○ 補償申請に係る ｢補償認定請求用専用診断書｣ の作成は診断書作成業務であ る た
め 、 その対価は基本的に受益者であ る児 ･ 家族か ら 医療機関に対 して診断書料 と し
て支払われる も のであ り 、 診断医に対 して本制度か ら診断書料等の対価を支払 う こ
と 等は馴染ま ない。

○ こ のため 、 診断医に対する診断書料等の何 ら かの報酬を支払 う 仕組みを設け る こ
と は困難であ る と 考え られる 。

【物理的 ･ 精神的負担の軽減】

○ 補償申請に係 る ｢補償認定請求用専用診断書｣ の作成に際 して診断医にかかっ て
い る負担には 、 診断や診断書作成に時間がかかる と い う 物理的負担 と 、 補償対象 と
な る か否かの判断にかかる精神的負担が あ る と 考え られる 。
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○ 物理的負担の軽減策 と しては 、 診断書作成等の実務時間の短縮を図 る た めの 、 以

下の 3 点が考え られる 。

① 判断等に迷 う ケース を減 ら し 、 よ り 円滑に診断を行 う こ と ができ る よ う 、

診断書作成に参考 と な る 実例集を作成 し提供する な ど 、 ツ ール類の一層の整

備 と 充実を図 る 。

② 自 由記載欄を減 ら しチェ ッ ク ボ ッ ク ス方式の一層の導入を図 る な ど、 診断

書の書式の工夫に よ り 作成を しやす く する 。

③ 今後の補償対象範囲の見直 し等に応 じ 、 新たな診断基準等を検討する場合

には 、 今ま での審査におけ る経験を活か して診断項 目 を整理する こ と な ど も

含め 、 診断医の負担軽減に十分に配慮 した診断基準 ･ 診断書 と な る よ う 留意

する 。

○ 精神的負担の軽減策 と しては 、 診断医が補償対象 と な る か否かの判断の責任を負

う と の誤解を招かない よ う 、 補償の可否は運営組織において審査を行い判断する仕

組みであ る こ と の広報に これま で以上に努めてい く 。
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3 ) 強 く 改善を求める必要がある事例への対応につ いて

○ 第 16 回運営委員会 (平成 24 年 12 月 11 日 開催) お よ び第 17 回運営委員
会 (平成 25 年 2 月 7 日 開催) において ｢調整のあ り 方について ｣ の議論が

行われた 中で 、 悪質な事例に対する対応については 、 産科医療の質の向上の
た めには金銭面の調整だけでは不十分であ り 、 改善に向 けた対応を検討する

必要が あ る と さ れた。 ま た 、 診療録の改 ざんや原因分析が行えないほ どの記

載不備が あっ た場合の対応について 、 調整の議論 と は切 り 分け 、 別途検討す
る こ と と された。

( 1 ) 運営委員会での主な意見

○ カルテ の提出拒否や改 ざん等はあ っ てはな ら ないので、 それ ら に対する

手立ては伝家の宝刀 と して決めてお く べき 。 (第 1 7 回運営委員会)

○ カルテの改 ざん等については別に仕組みを考えたほ う が よ いのではない

か。 (第 1 7 回運営委員会)

○ 改 ざん等については 、 こ の制度の 中で ど こ ま で何ができ る のかを探っ て

い く のが一番適切な方向ではないか。 (第 1 7 回運営委員会)

○ 悪質な事例が 出た場合には、 機械的に原因分析委員会か ら調整委員会へ進
め る のではな く 、 運営委員会で議論 した り 、 専門家か ら意見をいただいた り 、

団体に ヒ ア リ ングを行 う な ど して進めればよ いのではないか。 (第 1 7 回運

営委員会)

○ 原因分析委員会で悪質な事例が あ っ た場合、 社会的意義 と い う 観点で重
要なのは金銭的な調整ではな く 、 早 く 医療安全の方向 に進んでい く よ う こ

の制度が ど う 後押 し を してい く かであ る 。 (第 1 7 回運営委員会)

( 2 ) 現状

○ 本制度では 、 万一問題 と な る事例が発生 した場合は 、 今般見直 しの審議
が行われた調整 (主体的調整) の対応をは じめ と して 、 以下の対応を行 う

こ と と してい る 。

ア . 診療録等の不正記載等が疑われた場合の対応

○ 原因分析を行 う 過程で 、 診療録等の不正記載等が疑われた場合の対応に
ついては 、 第 14 回原因分析委員会 (平成 22 年 4 月 1 9 日 開催) にて以下の

と お り 決定 し 、 第 6 回運営委員会 (平成 22 年 6 月 2 日 開催) において承認

された。
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: ■ 診療録等の不正記載等が疑われた場合の対応

･ 原因分析の過程で万一診療録の記載等に不正記載等が疑われた場合は 、 :

l 分娩機関に確認を行 う と と も に 、 追加情報の提供を求め る こ と が あ る 。 :

! し か し再度確認を行っ て も最終的 に疑問点が解消 さ れず 、 診療録の不正 l
l 記載等が強 く 疑われる と 判断 された場合は 、 その 旨 を報告書こ記載する 。 l

なお 、 極めて悪質な不正記載等であ る こ と が 明 ら かであ る 旨の報告書 !
! と な っ た場合は 、 運営組織ま 当該分娩機関こ対 し強 く 改善を求め る と と ;
: も に 、 状況に応 じて本制度か ら の脱退勧告等を行 う こ と も あ る 。

○ 本対応については 、 加入分娩機関に対 して も 分娩機関 向 けの冊子 ｢原因

分析の解説｣ において案内 してい る 。

○ なお 、 これま でに原因分析が行われた事例の 中で 、 診療録の記載不足を

指摘 された事例はあ る が 、 不正記載等が疑われた事例はない。

○ 診療録の記載不足が あ っ た場合は 、 原因分析報告書の ｢今後の産科医療

向上のため に改善すべき事項｣ の欄において診療録の記載不足を指摘する

と と も に改善を求めてい る 。

○ 再発防止委員会では 、 第 2 回再発防止に関する報告書 (平成 24 年 5 月 )

において ｢診療録等の記載について ｣ をテーマのひ と つ と して取 り 上げ、

診療録の適切な記載について周知 を図 っ てい る 。

イ . 同 一分娩機関における 2 事案 目 の対応

○ 同一分娩機関におけ る 2 事案 目 (複数事案 目 ) の対応について は 、 第 2 3

回原因分析委員会 (平成 23 年 2 月 2 1 日 開催) にて以下の と お り 決定 し、

第 8 回運営委員会 (平成 23 年 7 月 6 日 開催) において承認 された。

■ 同一分娩機関 に お け る 2 事案 目 の対応

同一分娩機関こおけ る 2 事案 目 の原因分析を行っ た結果、 1 事案 目 の原 !

因分析報告書で指摘 した事項等について 、 ほ と ん ど改善がみ られない 、 も !

し く みま 、 1 事案 目 の報告書の受領前の分娩事案であっ て も 、 同 じ よ う な事 l
例の発生が繰 り 返 される おそれが あ る と 原因分析委員会が判断 した場合、 !
原因分析委員会 と 運営組織の連名 にて 、 2 事案 目 であ る こ と を指摘する と !
と も に 、 よ り 一層 の改善を求め る 内容の ｢別紙｣ を作成 し 、 分娩機関へ送 !
付する原因分析報告書に添付する 。

ま た 、 ｢別紙｣ 送付か ら 半年後 を 目 処に 、 指摘事項のその後の改善取組 !

状況について 当該分娩機関 よ り 報告を求め る 。
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○ なお 、 こ れま でに原因分析が行われた事例の 中で、 当該対応を行っ た事

例は 5 件あ る が 、 すべて 1 事案 目 の原因分析報告書の受領前の分娩事案で

あ り 、 1 事案 目 の報告書の受領後に報告書で指摘 した事項等について ほ と

ん ど改善がみ られる こ と な く 2 事例 目 に至っ たケース はない。

( 3 ) 検討のポイ ン ト

○ これま でに原因分析が行われた事例において 、 ｢重大な過失が明 ら か と 思

料 される (故意に近い悪質な診療行為) ｣ と さ れた事例はない。

0 ま た 、 診療録等の不正記載等が疑われた事例や診療録の記載不足のため

に原因分析が行えなかっ た事例 も ない。

○ さ ら に 、 原因分析報告書で指摘 した事項等について ほ と ん ど改善がみ ら

れる こ と な く 同 じ よ う な事例が繰 り 返 さ れたケース も ない。

○ こ の よ う みこ 、 こ れま で上記の よ う な問題 と な る事例が ない 中で 、 強 く 改

善を求め る必要があ る事例が発生する こ と を前提に現状以上に対応策を準

備 してお く こ と は 、 産科医療関係者 (加入分娩機関) の理解を得 られない

こ と も考え られる 。

○ よ っ て 、 今後 、 実際にその よ う な強 く 改善を求め る 必要が あ る事例が発

生 した際に 、 あ ら た めて運営委員会にて 、 当該事例に対する対応を検討す

る こ と も考え られる 。

○ ま た 、 先般審議 された調整の あ り 方に関 し 、 原因分析委員会で ｢極めて

悪質｣ と 判断 された事例が発生 した場合の対応 も 同様 と し 、 調整委員会に

諮る だけではな く 、 運営委員会に も報告 し 、 金銭的な調整以外の対応 (指

導等) について検討する こ と が考え られる 。

○ その際には 、 必要に応 じて 日 本産婦人科医会や 日 本助産師会に 当該分娩

機関に対する指導等を依頼する こ と が 、 よ り 有効な対応 と な る こ と が考え

られる 。

○ 第 1 5 回運営委員会 (平成 24 年 1 1 月 1 日 開催) での ｢分娩機関に対する

改善に向 けた対応｣ の審議において も 、 原因分析報告書で改善を求めてい

る こ と に対応 していない分娩機関について 、 同種の事例を再発する こ と が

ない よ う に 、 そ の後の フ ォ ロ ー をでき る よ う 日 本産婦人科医会や 日 本助産

師会 と の連携方法が今後の課題 と さ れた。

○ なお 、 関係団体等への情報提供については 、 あ ら か じ め約款等で明示す

る必要が あ る と 考え られる 。
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4 ) 制度関連データ の再発防止 ･ 産科医療の質の向上に 向 けた活用 につ いて

( 1 ) 現状 と 現状に至る経緯

○ 本制度は、 補償に加えて原因分析 ･ 再発防止 も重要な柱 と な っ てお り 、 原因分析

報告書では 、 個々 の事例について 、 分娩機関か ら提出 さ れた診療録等に記載 されて

い る情報お よび保護者か ら の ご意見に基づき 、 医学的な観点か ら分析を行 う と と も

に再発防止策の提言を行っ てい る 。 ま た 、 再発防止に関する報告書では 、 原因分析

された個々 の事例情報を体系的に整理、 蓄積 し 、 数量的 ･ 疫学的な分析を行 う と と

も に 、 テーマ に沿っ た分析を行い 、 これ ら の情報を と り ま と め 、 国民や分娩機関 、

関係学会等に提供する こ と に よ り 、 同 じ よ う な事例の再発防止お よび産科医療の質

の向上に取 り 組んでい る 。

○ これ ら の公表に あたっ ては、 補償対象者や分娩機関が特定 される こ と が ない よ う 、

診療録等に含まれる個人情報や分娩機関が特定 される よ う な情報については 、 本制

度の ホームページに掲載 してい る原因分析報告書の要約版お よび開示請求者に開

示する原因分析報告書をマス キ ング した全文版、 な ら びに再発防止に関する報告書

に掲載 しない こ と と してい る 。

o ま た ･ 本制度におけ る個人情報の利用 については、 匪霊國の と お り 、 補償約款お
よび加入規約において利用 目 的お よ び第三者への提供の範囲を規定 してお り 、 規定

さ れた 目 的お よ び範囲内 に限っ て利用 してい る 。

團回 補償約款お よび加入規約抜粋

( 2 ) こ れまでの主な意見

O MR I は 、 2 歳以降の髄鞘化が進んだ時期でない と鮮明 な異常所見が見極めに く

い こ と があ る 。 そ こ で 、 補償対象 と な っ た児が 2 歳になっ た時にMR I を撮 り 、 ど

の よ う な時期 に脳障害が生 じたのか、 画像か ら解析 してい く こ と を取 り 入れてほ し

い。 (第 11 回運営委員会)

○ . 亡 く な っ た児の病理の標本も提供 して も ら っ て解析する こ と が必要であ る 。 (第

11 回運営委員会)

○ 現在の制度のルール上、 胎児心拍数陣痛図 を公表する こ と はでき ないが 、 幅広 く

産科医療関係者の研修 ･ 教育のため に活用する こ と が今後望まれる 。 (第 11 回運営

委員会)

○ 原因分析 と 再発防止について 、 安全な産科医療に向 けた産科学的 、 小児科学的 、

助産学的な研究を行 う こ と が必要ではないか。 (第 12 回運営委員会)

○ 本制度には多 く の症例が集ま る こ と か ら 、 本質的な研究を行 う 体制 を本制度の一

つのセ ク シ ョ ン と して整備する こ と るこついて 、 前向 き に検討 して ほ しい。 (第 12 回

運営委員会)
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○ 上記の主な意見の ほか、 原因分析委員会 ･ 部会、 再発防止委員会においては 、 原

因分析 された事例の胎児心拍数陣痛図のなかには産科医、 助産師等の教訓 と な る 貴

重な資料が あ る ので 、 教材を作成 して教育 ･ 研修に活用 して ほ しい と いっ た意見や、

再発防止に 関す る報告書の数量的分析に関す る データ な どについて も 開示 して欲

しい と い っ た意見が あ る 。

○ ま た 、 日 本産科婦人科学会か ら運営組織宛に 、 ｢原因分析委員会お よび再発防止

委員会で再発防止策の立案等、 対応策の策定や実施を本学会に要請する 際、 当該事

例の診療記録、 胎児心拍数陣痛図 、 超音波画像等の複写を資料 と して本学会が受け

取れる よ う な仕組みを整備 していただき ますよ う 要望致 します｣ と い っ た要望書が

提出 さ れてい る 。

( 3 ) 検討のポイ ン ト

○ 再発防止や産科医療の質の 向上に向 けて 、 胎児心拍数陣痛図な ど 、 分娩機関か ら

提出 された資料を提供や公表する こ と に よ り 、 産科医療の研修 ･ 教育に活用する こ

と が重要であ る と 考え られる 。

○ しか しなが ら 、 分娩機関か ら提出 さ れた診療録等については 、 個人情報が含まれ

る こ と か ら 、 運営組織外に提供する に際 しては 、 個人情報保護法や疫学研究に関す

る倫理指針等、 法令等を遵守 した対応が求め られる 。

○ ま た 、 分娩機関か ら提出 さ れた診療録等については 、 セ ンシテ ィ ブな情報を多 く

含んでお り 、 運営組織外への提供や公表の さ れ方に よ っ て は補償対象者や分娩機関
が特定 される懸念が あ る こ と や 、 当事者の心情面に も 十分に配慮する必要が あ る 。

こ の配慮が十分でない場合、 補償 申請が抑制 される 可能性や、 分娩機関か ら必要書

類の提出が されず適正な原因分析 ･ 再発防止を阻害する可能性が あ る 。

○ 上記の よ う な点を踏ま えて 、 再発防止や産科医療の質の向上に向 けた運営組織の

データ活用 の あ り 方について 、 原因分析委員会が行っ てい る原因分析報告書、 再発

防止委員会が行っ てい る再発防止に関する報告書以外に 、 どの よ う な資料を活用 し 、

どの よ う な 内容を示すこ と に よ り 、 具体的な効果が見込まれる かについて 、 法令等

の対応や補償対象者や分娩機関への配慮が十分であ る かを考慮の上、 検討する必要

が あ る 。

○ なお 、 再発防止や産科医療の質の 向上に 向 けた 当面の対応 と して 、 原因分析委

員会お よび再発防止委員会の委員か ら多 く の意見をいただいた ｢胎児心拍数陣痛図
を活用 した教育 ･ 研修のため と な る 資料｣ と して 、 運営組織内 に胎児心拍数モニ タ

ーに関する ワーキ ンググループを設立 し 、 具体的な教材の作成の準備を行っ てい る 。

ま た 、 再発防止に関する報告書の数量的分析に関するデータ について も 、 どの よ

う な も の を開示する か検討が必要 と 考えてい る 。

圓回 胎児心拍数モニ ターに関する ヮ ーキ ンググループの設置こついて
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5 ) その他

医師賠償責任保険に お け る脳性麻痺事例につ いて

○ 本制度の 目 的の一つであ る ｢紛争の防止 ･ 早期解決｣ の効果を検証する に あ

たっ て は 、 脳性麻痺に係 る損害賠償請求事例におけ る データ を集積 し 、 そ の変

動や傾向 を分析する こ と は極めて重要であ る 。

○ 第 1 2 回運営委員会 (平成 2 4 年 6 月 8 日 開催) で公表 した 、 医師賠償責任

保険にお け る脳性麻痺事例に関 して 、 ｢ 出生年ご と の損害賠償請求件数のデータ

が あれば教えてほ しい｣ ｢データ の提示に際 しては 、 言葉の定義、 例 えば損害賠

償請求の意味な どを はっ き り させてほ しい ｣ と の ご意見があっ た こ と か ら 、 こ

れ ら を踏ま え 、 前回集計を依頼 した損害保険会社 5 社に脳性麻痺に係 る 医療事

故状況の再集計を依頼 し 、 事務局においてその結果を集約 した。

○ なお 、 本データ は 、 数年単位で継続的に集計を行 う こ と で 、 有意なデータ に

基づ く 精緻な効果検証が可能 と な る と 考え ら れる こ と か ら 、 定期的に同様のデ

ータ を公表する こ と を検討 してい る 。

! 【損害保険会社か ら の提供デー タ につ いて 】
' ○ ''営性麻痺, “定義ごて、 次の乾留意%必要.溺。 l

･ 損害保険会社においては、 医療事故の原因 と して ｢脳性麻痺｣ と 特定でき る

データ を収集する仕組みを有 していなかっ た。 こ のため 、 2 0 0 5 年か ら 2 0

1 1 年ま での医師賠償責任保険の事例の う ち 、 ｢『産科』 に関す る も ので 、 『脳

になん ら かの障害』 が あ り 、 『運動障害』 が生 じてい る こ と ｣ を ｢脳性麻痺｣

と し 、 ｢脳性麻痺｣ が損害賠償請求の原因 と 判断でき る 事例の件数を各保険会

社に集計 して提供いただいた。

･ 保険会社への報告がな さ れないま ま解決 した事例は含まれていない。 一方 、

本制度への補償申請を行 う こ と な く 損害賠償請求が行われた事例が含まれて

い る と 考え られる 。

○ ｢補償対象 と 考え られる脳性麻痺｣ の定義について 、 次の点に留意する必要が あ

る 。

･ すでに損害賠償責任の有無が確定 してい る事例の う ち 、 次の要件をすべて満 :

たす こ と が確認でき た事例を 補償対象 と 考え られる脳性麻痺事例｣ と して集 !

計を行っ てい る 。

①出生体重が 2, 000g 以上かつ在胎週数が 3 3 週以上

②身体障害等級が 1 ･ 2 級ま た は後遺障害等級が 1 ~ 5 級(身体障害等級 :

1 ･ 2 級程度)

③ 6 か月 未満で死亡 していない こ と

1 2
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④ ｢分娩管理｣ が脳性麻痺の原因 の 1 つであ る と 考え られ る こ と

･ 精緻な医学的判断を経た も のではないため 、 必ず し も本制度の補償可否 と 一 1

致 しない可能性があ る 。

○ こ の よ う も こ 、 本データ は我が国におけ る脳性麻痺に係 る損害賠償請求事例の網羅 :

的なデータ 、 精緻な医学的判断に基づ く データ ではな く 、 脳性麻痺事例の損害賠償 !
請求件数等についての傾向 を把握する こ と を 目 的 と した も のであ る こ と に 、 留意す l

る必要があ る 。

　

! 【集計結果に つ いて 】
○ 分析の対象 と な る集計結果は、 上記の前提で、 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま での

期間 に損害賠償請求が行われた と して損害保険会社か ら報告 さ れた 2 9 6 事例に

ついて 、 下表の件数を分母 と するデータ であ る 。

し 出生年 件轍 鴨

200 4年以前 73

20 05~ 20 1 1 年 223

( うち解決済)

1 1 4

補償対象 補償対象外

8 1 3 3

合計 296　 　 　 　
L - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -… ‐:

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 一 一 - - - - 一 一 一 【 一 - - - - - - - - - - 【 - - 一 一 - - - - 一 一 - - - - - - - - - - - - - - - - ｢

l 【効果検証に あ た っ て の分析の切 り 口 に つ いて 】
l o 本制度の 目 的の一つであ る ｢紛争の防止 . 早期解決｣ の効果を検証する ため 、 集 l

計データ につき 、 以下の切 り ロ で分析を行っ た。

( 1 ) 紛争の防止

ア . 賠償請求件数の推移<未解決事案含む>

イ . 訴訟提起件数の推移<未解決事案含む>

( 2 ) 紛争の早期解決

ア . 紛争解決の態様の推移<解決済事案のみ >

イ . 紛争解決までの期間の推移<解決済事案のみ>

L - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -J
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( 1 ) 紛争の防止

ア . 賠償請求件数の推移 <未解決事例含む>

○ 賠償請求件数 (注) の推移について 、 以下の切 り 口 で分析を行っ た。

① 損害賠償請求年ご と

② 出生年ご と

⑧ 出生年ご と の補償対象 と 考え ら れ る脳性麻痺 ･ 補償対象外 と 考え られる脳性

麻痺事例 (解決済事例のみ)

(注) 賠償請求件数 と Iま 、 医療機関が患者か ら損害賠償を請求 さ れた 、 ま たは請求を受け る 可

能性があ る と 認識 し 、 保険会社に報告が行われた件数をい う 。

① 損害賠償請求年 ご と

0 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でに損害賠償請求が行われた脳性麻痺事例 2 9

6 件について 、 損害賠償請求が行われた年ご と の賠償請求件数の推移は、 図 1
の と お り であ る 。

○ 賠償請求件数は、 本制度が創設 された 2 0 0 9 年前後か ら減少傾向 を示 して

い る 。

< 図 1 > 賠償請求件数の推移 【賠償請求年 ご と 】

(件) n = 2 9 6

7 0

60

5 0

40 一

30

20

1 0

0

2005 200 6 200 7 200 8 200 9 20 1 0 20 1 1

- - l 一 - - - - - -- - - -- -l -
- -
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②出生年 ご と

○ 前述の 2 9 6 件の う ち 、 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でを 出生年 と する事例

は 2 2 3 件であ る 。 こ の 2 2 3 件の 出生年ご と の賠償請求件数の推移は 、 図 2

の と お り であ る 。

0 2 0 0 5 年以降減少傾向 に あ る が 、 経過年数の短い出生年においては 、 今後

損害賠償請求がな さ れ、 増加する 可能性が あ る ため 、 現時点では評価でき ない。

今後数年単位で継続的にデータ を確認する こ と で 、 制度に よ る効果を よ り 精緻
に検証する こ と ができ る と 考え られ る 。

< 図 2 > 賠償請求件数の推移 【 出生年 ご と 】

( 件)

60

50

4O 酷 円
30 ･ .

　 　 　　　
　　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

0 は {贓 たらゾ ,
2005 2 006 20 07 2008 2009 2 0 1 0 20 1 1

※今後損害賠償請求がな され 、 件数が増加する可能性があ る 。
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③出生年ご と の補償対象 と 考え られ る脳性麻痺 ･ 補償対象外 と 考え られる脳性麻

痺事例 (解決済事例のみ)

○ 紛争防止の観点か ら の効果検証に あた っ ては 、 損害賠償責任の有無が確定 し

てい ない事例を含め 、 損害賠償請求 と して顕在化 した事例数の推移を分析する

必要が あ る 。

○ 一方、 本制度の効果検証にあたっ ては 、 補償対象 と な る脳性麻痺事例 と 補償

対象外 と な る脳性麻痺事例 と の賠償請求件数の推移を比較する こ と も重要であ

る 。

○ そ こ で、 補償対象 と 考え ら れ る脳性麻痺事例の賠償請求件数 と 補償対象外 と

考え られ る脳性麻痺事例の賠償請求件数の推移を比較する 。 ただ し 、 すでに損

害賠償責任の有無が確定 した事例に限 られたデータ であ る点に留意する必要が

あ る 。

○ 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でを 出生年 と す る事例 2 2 3 件の う ち 、 すでに

損害賠償責任の有無が確定 してい る のは 1 1 4 件であ る 。 こ の 1 1 4 件につい

て 、 補償対象 と 考え ら れる事例は 8 1 件 、 補償対象外 と 考え られ る事例は 3 3

件で あ っ た。 こ の 8 1 件お よび 3 3 件の 出生年ご と の賠償請求件数の推移は、

図 3 の と お り であ る 。

○ 補償対象外 と 考え ら れる事例に比べて 、 補償対象 と 考え られ る事例の方が減

少傾向が見 られ る が 、 経過年数の短い出生年においては 、 今後損害賠償請求が

な さ れ る等に よ り 変動する 可能性が あ る た め 、 現時点では評価でき ない。 今後

数年単位で継続的にデー タ を確認する こ と で 、 制度に よ る 効果を よ り 精緻に検

証する こ と ができ る と 考え られる 。

< 図 3 > 賠償請求件数の推移 【 出生年ご と の補償対象 と 考え られ る脳性麻痺 ･

補償対象外 と 考え られる脳性麻痺事例別 (解決済事例のみ) 】

、 在補償対象 と 考え＼ 青 : n = 8 1

＼ と契る脳性麻彰 赤 : n - 3 3

＼

200 5 20 0 6 20 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 =

※今後損害賠償請求がな される こ と や 、 事例が解決する こ と で 、 件数が増加する可

能性があ る 。
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イ . 訴訟提起件数の推移 <未解決事例含む>

○ 訴訟提起件数の推移について 、 以下の切 り 口 で分析を行っ た。

① 訴訟提起年ご と

② 出生年ご と

① 訴訟提起年 ご と

0 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でに訴訟提起が行われた脳性麻痺事例 1 1 8 件

について 、 訴訟提起が行われた年ご と の訴訟提起件数の推移は、 図 4 の と お り

であ る 。

○ 訴訟提起件数は 、 2 0 0 6 年を ピー ク に減少傾向 を示 してい る 。

< 図 4 > 訴訟提起件数の推移 【訴訟提起年ご と 】

(件 ) n = 1 1 8

3 0

2 5

2 0

1 5

1 0

　 　 　 　 　 　 　
200 5 2 0 0 6 2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 1 1

･

- . ･ 1 1 ,1 1 ,- l l
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② 出生年 ご と

○ 前述の 1 1 8 件の う ち 、 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でを 出生年 と する事例

は 7 7 件であ る 。 こ の 7 7 件の出生年ご と の訴訟提起件数の推移は 、 図 5 の と

お り であ る 。

0 2 0 0 6 年を ピー ク に減少傾向 を示 してい る が 、 経過年数の短い出生年にお

いて は 、 今後訴訟提起がな さ れ、 増加す る 可能性が あ る た め 、 現時点では評価

でき ない。 今後数年単位で継続的にデータ を確認する こ と で 、 制度に よ る効果

を よ り 明確に検証する こ と ができ る と 考え られる 。

< 図 5 > 訴訟提起件数の推移 【 出生年 ご と 】

(件 )

2 5

2 0

1 5

一 導き . ‘ ‐
　 　 　 　 　 　 　

　 　

5 毛 - ふ け

0

2 0 0 5 2 0 0 6 2 00 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 1 1

※今後損害賠償請求がな され 、 件数が増加す る可能性があ る 。
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( 2 ) 紛争の早期解決

ア . 紛争解決の態様の推移 <解決済事例のみ>

○ 解決済事例におけ る 出生年ご と の紛争解決の態様 (最終的に解決 した態様、

訴訟/訴訟以外 (注) の別) の推移に関する分析を行っ た。

(注) 訴訟 と は、 最終的に ｢判決｣ ｢訴訟上の和解｣ のいずれかで解決 した も の をいい 、 訴訟

外 と は最終的に ｢調停｣ ｢訴訟外の和解｣ 等で解決 した も の をい う 。

○ 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でを 出生年 と す る事例 2 2 3 件の う ち 、 すでに

損害賠償請求の有無が確定 してい る事例 1 1 4 件について 、 出生年ご と の損害

賠償請求の態様の推移は 、 図 6 の と お り であ る 。

○ 経過年数の短い出生年ほ ど既に損害賠償責任の有無が確定 してい る事例 自 体

が少ないため 、 現時点では評価で き ない。 今後数年単位で継続的にデータ を確

認する こ と で 、 有意な効果検証を行 う こ と ができ る と 考え られる 。

< 図 6 > 損害賠償請求の態様 【 出生年 ご と 】

(件 )

45

40

35

30 訴訟

25 ,聚
20 ‐ ＼ 訴訟外
　 　 　　 　

1 0

5

0 ･

20 05 200 6 200 7 20 0 8 2 009 2 0 1 0 20=

※今後損害賠償請求がな される こ と や 、 事例が解決する こ と で 、 件数が増加する可

能性がある 。
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イ . 紛争解決までの期間の推移 <解決済事例のみ>

○ 解決済事例におけ る 出生年ご と の紛争解決までの期間 (注) の推移に関する

分析を行っ た。

(注) 紛争解決ま での期間 と は 、 実際に損害賠償請求がな された 日 か ら 、 判決確定や示談等に

よ り 損害賠償責任 と 損害賠償額が確定 した 日 ま での期間をい う 。

0 2 0 0 5 年か ら 2 0 1 1 年ま でを 出生年 と する事例 2 2 3 件の う ち 、 すでに

損害賠償責任の有無が確定 してい る事例 1 1 4 件について 、 出生年ご と の紛争

解決ま での期間 ( 2 年超/ 2 年以内 ) の推移は 、 図 7 の と お り であ る 。

○ 経過年数の短い出生年ほ ど既に損害賠償責任の有無が確定 してい る事例 自 体

が少ないため 、 現時点では評価でき ない。 数年単位で継続的にデータ を確認す

る こ と で 、 制度に よ る効果を よ り 精緻に検証する こ と ができ る と 考え られ る 。

< 図 7 > 紛争解決ま での期間の推移 【 出生年 ご と 】

(件 )

4 5

40 2年超
3 5

3 0 .

2 5 ･ キ･ 認澤

　　 　

2 0 ‐雄 一 ‐ ‐ ‐ '年“内
　 　 　　 　 　 　
1 o r.

5

0

2 0 0 5 2 0 0 6 2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 1 1

( 出生年)

※今後損害賠償請求がな さ れる こ と や 、 事例が解決する こ と で 、 件数が増加す る可

能性があ る 。
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原因分析委員会での再検討結果につ いて

○ 第 18 回運営委員会 (平成 25 年 3 月 5 日 開催) において 、 原因分析の あ り

方について審議が行われ、 ｢家族か ら の疑問 ･ 質問 に回避可能性を記載する こ

と について ｣ は多 く の意見が あ り 、 こ れ ら の意見を踏ま え再度原因分析委員

会にて検討する こ と と さ れた。

○ 第 48 回原因分析委員会 (平成 25 年 3 月 2 7 日 開催) において 、 こ の第 1 8

回運営委員会の審議結果について報告を行 う と と も に 、 下記の と お り 原因分析

委員会委員長提案が行われ、 家族か ら の疑問 ･ 質問 に対する対応については 、

見直 しは行わず、 現行 どお り と す る と の結論に至っ た。

( 1 ) 現状

○ 脳性麻痺発症の ｢回避可能性｣ については 、 原因分析報告書において は 、

責任追及につなが る おそれが あ る と して 、 言及 しない と 整理 されてい る 。

○ 一方、 報告書の 明り紙｣ と して作成 してい る ｢家族か ら の疑問 ･ 質問 に対

する 回答｣ においては 、 ｢ ど う していれば、 脳性麻痺の発症を防止でき たのか｣

と い う よ う な質問が あ っ た場合で も 、 分かる範囲で可能な限 り その質問に答え

る と 整理 さ れている 。

( 2 ) 原因分析委員会 委員長提案
一 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - --

○ 運営委員会での意見に も あ る が 、 現状の取 り 扱い において特段の問題は生 ;

, じていない。

l o 具体的には 、 家族か ら の疑問 ･ 質問に対する 回答｣ については 、 保護者 と l

と も に 当該分娩機関に も送付 してい る が 、 これま で記載内容について ク レーム ー

等はな く 、 ま た 、 ｢原因分析に関する ア ンケー ト ｣ において も 、 ｢家族か ら の疑 【

間 ･ 質問 に対する 回答｣ について分娩機関か ら の意見はない。

: ○ こ の よ う な状況において 、 見直 し を行 う こ と は原因分析の後退 と 取 られ る !

[ おそれ も あ る 。

l o ついては 、 当 面は現状の取 り 扱い を維持 し 、 万一 、 今後何 ら かの問題が生 :

l じた場合には 、 あ ら ためて見直 し も含め対応を検討する 。

( 3 ) 原因分析委員会の結論

○ 家族か ら の疑問 ･ 質問 に対する対応については 、 見直 しは行わず、 現行 ど

お り と する 。



L園阿

産科医療補償制度標準補償約款

【補償約款 (抜粋) 】

第十一条 当院及び運営組織は、 こ の規程の運用 に当た り 、 補償請求者及びその親族

の個人情報 (過去に取得 した も の を含みます。 ) を補償対象の認定、 補償金の支払い

等を行 う た め に 自 ら利用する ほか、 次の各号に掲げる 目 的のため にそれぞれ次の各

号に定め る者に対 して個人情報の提供を行 う こ と が あ り ます。 なお 、 法令に よ り 、

保健医療等に係る特別な非公開情報 (セ ンシテ ィ ブ情報) の利用 目 的は、 業務の適

切な運営の確保その他必要 と 認め られる範囲に限定 さ れています。

- 補償金の支払いを 目 的 と して 、 医療機関 、 金融機関等の 当院又は運営組織の業務

委託先若 し く は提携機関に対 して個人情報を提供する こ と

二 補償金に係 る財産的基礎を確保する た めに必要な保険契約の締結、 維持 ･ 管理等

を 目 的 と して 、 引受保険会社及びその業務委託先に対 して個人情報を提供する こ と

産科医療補償制度加入規約

【加入規約 (抜粋) 】

第三十一条 機構は 、 加入分娩機関の妊産婦登録情報等について補償対象の認定、 補

償金の支払等本制度の運営にのみ 、 これを利用する ほか、 次の各号に掲げる 目 的の

ためにそれぞれ次の各号に定め る者に対 して情報の提供を行 う こ と が あ る 。

- 補償金の支払いを 目 的 と して 、 機構の業務委託先も し く は提携機関 に対 しで情報

を提供する こ と

二 補償金に係る財産的基礎を確保する た め に必要な保険契約の締結、 維持 ･ 管理等

を 目 的 と して 、 損害保険会社お よ びその業務委託先に対 して個人情報を提供する こ

と

2 機構は 、 妊産婦登録′情報等について ｢財団法人 日 本医療機能評価機構 個人情報

保護方針｣ に基づき 取扱 う も の と する 。



胎児心拍数モニターに関する ワーキンググループの設置について

1 . 目 的

教訓 と な る事例の胎児心拍数モニ タ ーを教材 と して教育 ･研修に活用する こ と

に関 し 、 具体的に どの よ 引こ進め る か 、 ま た実際に活用する教材の作成な どにつ

いて検討する 。

2 . 経緯

産科医療補償制度において分娩機関か ら提出 さ れた胎児心拍数モニ タ ーにつ

いては 、 原因分析委員会や部会お よび再発防止委員会の委員等か ら 、 産科医療関

係者に と っ て教訓 と な る 貴重な資料であ る ので教育 ･研修に早 く 活用 して ほ しい

と の意見が非常に多 く あ り 、 今後の産科医療の質の 向上お よび再発防止を図 る た

め には 、 関係団体 ( 日 本産科婦人科学会、 日 本産婦人科医会 、 日 本助産師会、 日

本看護協会等) の研修等を通 じ産科医療関係者に対 し 、 こ の よ う な教訓 と な る事

例の胎児心拍数モニタ ーを教材 と して教育 ･研修に活用する こ と は重要 と 考え ら

れる こ と か ら検討会を設置する 。

3 . メ ン ノ ミ --

池 田 智明 三重大学医学部産科婦人科学 教授
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◎鮫島 浩 宮崎大学医学部産婦人科 教授

菅原 準一 東北大学メ ディ カル ･ メ ガバ ン ク機構 教授

中井 章人 日 本医科大学産婦人科 教授

藤森 敬也 福島県立医科大学医学部産科婦人科学 教授
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